
◎ この付表は、上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得について、市・県民税で所得税とは異なる課税方式を選択する際に提出するものであり、

各年度の納税通知書が送達される日までに提出する必要があります。

また、提出の際は次の書類と一緒に提出してください。

① 市・県民税申告書 ① 市・県民税申告書

② 所得税の確定申告書の控えの写し（一式） ② 上場株式等に係る配当所得に関する書類の写し

③ 上場株式等に係る譲渡所得に関する書類の写し

◎ 次のうちいずれかを選択し、□にチェックを記入してください。

□ 所得税で申告した全ての上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得を市・県民税では申告不要制度を選択

□ 上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得について、所得税と市・県民税で異なる課税方式を選択（内訳は裏面のとおり）

申告にあたり、以下の事項をご確認ください。

○ 選択した課税方式により、国民健康保険料、介護保険料、その他の行政サービス等に影響を及ぼす可能性があります。

○ 申告者が市・県民税における被扶養者に該当する場合、選択した課税方式により、扶養者の市・県民税に係る配偶者（特別）控除、扶養控除に

　 影響を及ぼす可能性があります。

○ 納税通知書送達後、一度選択した課税方式は変更することができません。

○ 市・県民税において申告不要制度を選択した所得に係る配当割額控除及び株式等譲渡所得割額控除の適用は受けられません。

○ 特定口座内で損益通算されている上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得について申告不要制度を選択する場合は、口座内全ての所得を

　 申告不要とする必要があります。（配当所得のみを申告不要とすることはできません。）

○ 簡易口座や未公開株式に係る配当所得及び譲渡所得など、市・県民税が源泉徴収されていない所得を申告不要とすることはできません。

○ 選択した課税方式により、翌年以後に繰り越される上場株式等に係る譲渡損失の金額が市・県民税と所得税とで異なることがあります。

まだ所得税の確定申告書を提出していない方

令和 5 年度　市・県民税申告書付表

（上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得の課税方式選択用）

住所 氏名 宛名番号

既に所得税の確定申告書を提出している方



特定口座の配当所得及び譲渡所得についての課税方式選択（源泉徴収あり）

No. 金融機関・証券会社等の名称 配当所得額
市・県民税

源泉徴収額
譲渡所得額

市・県民税

源泉徴収額

　特定口座以外の配当所得についての課税方式選択（源泉徴収あり）

No. 配当所得額
市・県民税

源泉徴収額

　簡易口座、一般口座及び未公開株式等の配当所得及び譲渡所得（源泉徴収なし）

No. 配当所得額
市・県民税

源泉徴収額
譲渡所得額

市・県民税

源泉徴収額

特定口座内

損益通算

確定申告における

課税方式

市・県民税における

課税方式

確定申告における

課税方式

市・県民税における

課税方式

1
□ 有 □

□ 無
□ 　分離課税 □ 　分離課税

□ 申告不要

　総合課税 □ 　総合課税 □

□ 申告不要□ 　申告不要 □ 　申告不要

分離課税 □ 分離課税

申告不要□ 　申告不要 □ 　申告不要

分離課税 □ 分離課税
□ 　分離課税 □ 　分離課税

□ 申告不要

　総合課税 □ 　総合課税 □□

3
□ 有 □

□ 無

□
2

□ 有

□ 無

□ 　分離課税 □ 　分離課税
□ 申告不要

　総合課税 □ 　総合課税 □

□ 申告不要□ 　申告不要 □ 　申告不要

分離課税 □ 分離課税

支払者の名称
確定申告における

課税方式

市・県民税における

課税方式

1
□ 　総合課税 □ 　総合課税

2
□ 　総合課税 □

□ 　分離課税 □ 　分離課税

□ 　申告不要 □ 　申告不要

　総合課税

□ 　分離課税 □ 　分離課税

□ 　申告不要 □ 　申告不要

4
□ 　総合課税 □

　総合課税

□ 　分離課税 □ 　分離課税

□ 　申告不要 □ 　申告不要

3
□ 　総合課税 □

　総合課税

□ 　分離課税 □ 　分離課税

□ 　申告不要 □ 　申告不要

支払者の名称
確定申告における

課税方式

市・県民税における

課税方式

確定申告における

課税方式

市・県民税における

課税方式

1 総合課税 総合課税 － 分離課税 分離課税

－ 分離課税 分離課税

－

－

－ 分離課税 分離課税 －

3 総合課税 総合課税

2 総合課税 総合課税


